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−栃木県の学校教育現場における防災教育−
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序　論　研究の目的と背景
１．研究の目的
　今後発生が予想される震災の被害を最小限にとどめる方策の一つとして、日頃の学校の
現場における防災教育の充実を図ることが求められている。そのため、本研究ではまず、
栃木県内各市町の小中学校と教育委員会に対する「防災教育アンケート」を実施し、現状
における学校の防災教育に関する課題を明らかにした。
２．研究の背景と必要性
　東日本大震災以降、防災教育に対する意識が全国的に高まり、文部科学省は防災教育と
防災管理に関する指針を定め、全国の教育委員会、学校に通達をしている。しかしながら
学校教育の現場では、必ずしも防災教育が進展しているとは言えず、教職員は不安を抱え
ながら日常の教育活動を行っているのが実態ではないか。こうした状況の中で、改めて各
地域で防災教育の実態と課題を再検討し、具体的な活動の方針を明らかにすることは、有
益であると考える。
　平成23年３月11日、東日本を襲った大震災は、現代の日本では最大の被害をもたらす大
災害となった。そしてこの経験が、防災教育に関する国民の意識を一気に高めるきっかけ
となった。阪神淡路大震災が未明に起こったのに対し、東日本大震災は平日の午後、多く
の子供たちが学校にいる時間に起こった。そしてこの時に、多くの犠牲者が出た学校があっ
た一方、日頃から熱心に地震と津波に備えた教育を行ってきた中学校で、一人の犠牲者も
出さず、さらに周辺の小学校の児童や住民にまで避難を呼びかけ命を救った、いわゆる「釜
石の奇跡」が、防災教育の重要性と有効性を世に示した。それまでの学校教育における防
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災教育は、年に数回、火災に備えての避難訓練を行うという程度のものであったのに対し、
根本的な見直しが必要となったのである。
　また、震災直後から、多くの公立小学校が避難所としての役割を担ってきた。その公立
小学校は全国で25,000程度ある。これは郵便局と並ぶ箇所数であり、市町村役場の約17倍
に当る。しかも郵便局が都市部に多く分布するのに対して、学校はより広く分布している。
そして施設の規模も大きい。学校は地域に密着型の公共施設として、緊急時の避難所に充
てられるのは当然である。しかしながら、多くの学校で、日頃から緊急時に避難所になる
ことに対する備え、そして教職員の心構えがなされているとは言えない。
　東日本大震災後、文部科学省は早速、「東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に
関する有識者会議」を設立し、対策を検討した。そしてこの有識者会議は、平成23年９月
に、防災教育・防災管理対策の中間とりまとめ、平成24年７月最終報告を発表している。
　中間とりまとめでは防災教育に関する考え方が示され、これに対し、最終報告は、災害
の種類による具体的な対応策を中心にまとめられている。
　中間とりまとめでは、防災教育の目的を、「自然災害等の危険に際して自らの命を守り
抜くため『主体的に行動する態度』を育成する」として、以下の活動推進が謳われている。
～自然災害等の危険に際して自らの命を守り抜くため「主体的に 行動する態度」を育成
する防災教育の推進～
　①自らの危険を予測し、回避する能力を高める防災教育の推進
　　１）周りの状況に応じ、自らの命を守り抜くため「主体的に行動する態度」の育成
　　２）防災教育の基礎となる基本的な知識に関する指導充実
～支援者となる視点から、安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高める防災教育の推
進～
　②支援者としての視点から、安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高める防災教育
の推進
　「東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議」最終報告では、防
災教育について次の項目でまとめられている。（平成24年７月）
①防災教育の指導時間の確保と系統的・体系的な整理
②地震災害への留意点
③津波災害への留意点
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④地震・津波災害以外の自然災害への留意点
　これらの結果を踏まえ、国は平成24年４月に、防災を含む学校における安全に関する取
組を総合的かつ効果的に推進するための「学校安全の推進に関する計画」を閣議決定した。
この「学校安全の推進に関する計画」において、「国は学校における安全に関する指導が
系統的・体系的になされるよう、各教科等における安全に関する指導内容を整理し、学校
現場に対してわかりやすく示す」ことや「安全教育のための指導時間を確保するための
方策について、国は、その必要性や内容の検討を行う」ことなどが示された。またこの間、
内閣府、気象庁も、学校現場における防災教育と管理に関する指針を発表している。
　そして文部科学省は、平成10年に作成した防災教育のための参考資料『「生きる力」を
はぐくむ防災教育の展開』を全面的に見直し、新たに学校防災のための参考資料『「生き
る力」を育む防災教育 の展開』として改訂した。その中では学校における防災教育のね
らいが、次のように示されている。（文科省ホームページ）
①災害時における危険を認識し、日常的な備えを行うとともに、状況に応じて、的確な
判断の下に、自らの安全を確保するための行動ができるようにする。
②災害発生時及び事後に、進んで他の人々や集団、地域の安全に役立つことができるよ
うにする
③自然災害の発生メカニズムをはじめとして、地域の自然環境、災害や防災についての
基礎的・基本的事項を理解できるようにする
　このような方針のもとに、幼稚園から大学まで、それぞれで行うべき防災教育の目標と
内容が詳細に示されている。
　そして、このような学習のため、文部科学省からは次のような防災教育についての教材
が各学校に配布されている。
①（小学校・防災教育教材パネル『考えようわたしたちのいのちと安全』『たった一つ
のいのちを守るために』
②中学校・高等学校・防災教育教材パンフレット『防災は自分自身の手で』『防災につ
いて考えよう』
③小学生用・中学生用・防災教育教材（CD-ROM、DVD）『災害から命を守るために』
④小学校教職員用・学校安全資料（DVD）『子どもを事件・事故災害から守るためにで
きることは』）
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　しかし学校現場においては「防災教育」という特定の教科があるわけではなく、学習指
導要領の枠内で、さまざまな教科の中で、防災の狙いに沿った要素を入れて防災教育が進
められているというのが現状である。たとえば、地域の安全に役立てるための知識として
消防署や消防施設のあり方などを社会科で、自然災害の発生メカニズムを理科などで、ま
た、安全な行動を身に付けさせるため、どういったときにけがをしやすいのか、そのため
にどんなことに気を付けたらいいかなどを体育や特別活動・安全指導の時間に教えると
いった内容である。
　このような各教科による対応は、結局、個々の教員の肩に委ねられることになり、各教
員の日常の業務の中に埋没してしまう恐れがある。またたとえ学校ごとの防災教育計画が
立てられたとしても、教員の移動により忘れ去られていくという問題もある。
　こうした防災教育の現状を一歩推し進め、まさに「釜石の奇跡」を生み出したような実
効性のある教育に向かうことこそ、今、求められていることである。
　さらに言えば、地域の防災及び災害対策の拠点としての学校の在り方を確立することも
重要である。十分な事前の教育を受けないまま、いざという場合に避難所など最前線での
活躍を期待されている教職員は、現状では大きな不安を抱えているのである。
　以上の理由から、今、全国各地で、それぞれの地域の防災教育の課題を明らかにし、具
体的な対応策を検討することは、大きな意義があると考え、栃木県内各市町の教育委員会、
学校に対する調査を実施した次第である。
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本　論　実態調査
Ⅰ．実態調査の趣旨及び目的
　平成23年３月11日の東日本大震災は、多くの尊い命が奪われる未曾有の大災害となった
が、岩手県釜石市では、防災の専門家を中心とする学校現場での「防災教育」により、小
中学生の99.8％が自らの命を守り抜くだけでなく、幼い子どもたち、高齢者の命をも救っ
たことが「釜石の奇跡」と呼ばれることとなり、学校教育における「防災教育」の重要性
が浮き彫りになった。防災教育の目的は、子どもたちが「自分の命は自分で守ること」を
学ぶことである。このことはまた「命の大切さ」を学ぶことであり、ひいては、どのよう
な困難にも、自らの力で乗り越えていく智慧と勇気を育んでいくことであると確信してい
る。栃木県は、最も甚大な被害を及ぼす可能性が高い地震として、マグニチュード7.3の「想
定宇都宮直下地震」を設定し、その被害を予測している。冬場の早朝に地震が発生した場
合には、死者1,253人、負傷者28,491人、建物の全壊38,510棟と、想定している。
  今回の取組は、比較的災害の少ないと言われる栃木県において、学校現場で、どのよう
に防災教育が実施されているのか、その実態を調査することにより、とくにその課題を明
確にすることが趣旨である。さらに政策提言を行い、課題をひとつひとつ解決することに
より、一層の防災教育が推進され、一人一人の子どもたちが成長していく状況をつくるこ
とが目的である。
Ⅱ．調査の経過
　本調査の経緯をタイムラインで整理すると、以下の通りである。
第１回　平成25年11月24日（日）
　公明党栃木県本部は、本県において今後取組むべき課題を「社会保障」、「成長戦略」、「防
災・教育」の３つと位置付け、フォーラムという形で調査・研究のうえ、政策提言等を
行うことを決定した。この決定をうけ、「防災・教育」フォーラムを希望するメンバー
が集い、第１回の会合が開催された。フォーラムについての説明の後、最初の調査項目
を「防災」にするのか「教育」にするのかを協議。3.11以降、防災・減災が見直されて
いることを受けて、学校現場における防災教育の現状と課題について今後実態調査等を
行うことが確認された。
第２回　平成25年12月15日（日）
⑴「防災・教育フォーラム」設置に伴い、資料配布と確認ならびに説明。
⑵今後活動するに当たり、役割分担について協議・検討のうえ決定（下記参照）
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⑶「防災教育アンケート」（案）の内容ならびに取組等に関する説明。
⑷今後のスケジュールと防災教育セミナー等の参加についての説明。
《公明党栃木県本部「防災・教育フォーラム」委員》
　座　長　　西村　眞治　　公明党栃木県本部　幹事長代理　栃木県議会議員
　副座長　　綱河　秀二　　　　　 〃 　　　　副幹事長　　宇都宮市議会議員
　庶　務　　渡辺　通子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〃
　編　集　　大出　孝幸　　　　　　　　　　　　　　　　　栃木市議会議員
　編　集　　木村　久雄　　　　　　　　　　　　　　　　　佐野市議会議員
　記　録　　生井　貞夫　　　　　　　　　　　　　　　　　小山市議会議員
　記　録　　小池　利雄　　　　　　　　　　　　　　　　　大田原市議会議員
　編　集　　平山　啓子　　　　　　　　　　　　　　　　　那須塩原市議会議員
　編　集　　鈴木　　紀　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
　書　記　　星　　宏子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
　編　集　　池田　朝子　　　　　　　　　　　　　　　　　野木町議会議員
第３回　平成26年１月７日（火）
　公明党栃木県本部議員総会時に「防災・教育フォーラム」以外の各市町議員にもアン
ケート調査依頼。
第４回　平成26年１月31日（金）
　アンケートを締切り、内容をまとめるとともにアンケートの結果に基づき栃木県で共
通する課題をピックアップのうえ県教育委員会に提言し、３月中旬を目標に結果等を記
者発表ならびに県への要望活動を行う旨の説明と確認を行った。
第５回　平成26年２月10日（月）小山市防災教育セミナー視察
　　　　対象者：小山市立全小・中学校防災担当教員
⑴防災教育授業 　 絹中学校１年生・福良小学校５年生対象の授業
⑵防災教育研修会　講演 講師：常葉大学大学院　環境防災研究科　重川希志依教授
第６回　平成26年２月17日（月）特別支援学校における防災教育の現状視察
栃木県立のざわ特別支援学校
⑴防災教育についての説明
⑵第４回寄宿舎避難訓練と施設見学
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第７回　平成26年３月２日（日）
⑴今後の取組の説明。
⑵栃木県内の小中学校と各市町の教育委員会に配布した「防災教育アンケート」結果の
報告。
⑶「防災教育アンケート」結果報告を受けて、防災教育の基本理念を策定したうえで、
行動計画を立てた方が良いと委員から意見があり、基本理念を『自分で自分の身を守
る教育』とした。また、各委員からの意見交換と栃木県共通の課題を検討し、その課
題をもとに栃木県教育委員会に提出する要望書を提出する旨を確認。
第８回　平成26年３月17日（月）
　「『防災教育』の一層の推進を求める要望書」を栃木県教育長へ提出。
Ⅲ．視察ならびに実態調査
１．小山市防災教育セミナー
日時：平成26年２月10日（月）13：00～16：45
場所：小山市立絹中学校
第１部　防災教育授業
　①福良小学校５年生児童対象の授業　　担当：福良小学校　北村　昭男教論
　②絹中学校生徒対象の授業　　　　　　担当：絹中学校　　齊藤　真樹教論
◆問題意識をもつための内容
　ⅰ）緊急地震速報について知る
　ⅱ）緊急地震速報の映像（ＤＶＤ）を見て、感じたことや思ったことを発表し合う。
◆班ごとに分かれた取組
　ⅰ）緊急地震速報があった時、どのような行動をと
ればよいのか３点について、考える。
　　・自宅で食事をしているとき
　　・学校で授業をしているとき
　　・商業施設（大型店）などにいるとき
◆班ごとでの発表
　ⅰ）全体でよいところ、足りないところについて意見をだしあう。
　ⅱ）学んだことを、今後の生活でどのように心がけていきたいか考える。
防災教育授業の様子
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第２部　防災教育研修会（講演）
講演題材：「過去の災害から学ぶ～これからの防災対策のあり方～」
講　　師：常葉大学大学院　環境防災研究科　重川希志依教授
講演内容
　・災害に自立的に対応できる子供の育成
　・求められる防災力
　・防災力を身につける場として、家庭や地域、職場や学校での教育が重要
　・児童生徒につけさせたい力
　・教職員が行うべき活動
　・学校防災教育の機会
　・学校教育現場で実践なプログラムの必要性
　・災害エスノグラフィーを活用したワークショップ
　・命を守ることができるのは自分自身
　・避難とは？
　・いのちを守るための避難を考える
　・防災リテラシー向上に向けて
　・市民の防災リテラシーの向上にむけて
第３部　中学校区ごとのグループによる防災教育の取組みについて協議
◆協議で出た内容
　・防災プログラムの作り方
　・避難訓練で緊張感がなかった
　・防災プログラムをどこで行うのか
　・命をどのように守るのかをどのように教えるのか
　・防災教育をどこに位置づけるのか
　・保護者への引き渡し方
◆指導助言
　・大切な人を守る・自分の命を守ることを、劇仕立てで行う
　・小学校低学年から教える
　・火災から身を守ることが忘れがちである
　・火災では一酸化炭素中毒が多く、避難時は四つ這いで避難する
◆逃げることの重要性
　・街歩きをさせて安心な所、あぶない所の認識をさせる
　・保護者へ児童を引き渡すのは、その時の状況による
防災教育研修会の様子
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　・情報を集めることが大事である
　・家庭での防災意識を高めることが必要であることから、保護者への訓練内容の報告を
させる習慣を子供たちに持たせる
◆やったことを家で、報告させることが一番大事
　・地域で防災訓練を行う。また、子供たちも参加させることで地域の意識が変わること
になる
第４部　重川教授との懇談会
◆懇談内容
　・火災訓練が防災訓練と勘違いしている学校がある。→　意識改革が必要
　・宇都宮市のある中学校区では、地域と連携した防災訓練を実施し、防災に対する意識
の高揚が図られている。→　まさに地域と連携した取組が重要
　・防災検定について　→　民間で実施しているもので知識の向上には役立つが、防災教
育の基本は「自らの命は自らが守る」の精神を教えることが大切であり、それらを身
に付けることが、まずは重要
２．特別支援学校における防災訓練について視察
日時：平成26年２月17日（月）13：00～17：00
場所：栃木県立のざわ特別支援学校
第１部　学校の概要および施設の防災対応についての説明
　・肢体不自由のある児童生徒　171名が在籍
　・校舎は平成16年に新築移転（バリアフリー・耐震化構造）
　・児童生徒は車椅子や補装具を使用している
　・ガラスは飛散防止フィルムで対応
　・危機管理マニュアルの見直し中
第２部　寄宿舎の避難訓練
◆災害想定：19：00に震度６弱の地震が発生し、それに伴い火災も発生
◆避難訓練の流れ
　①防災担当の教師の具体的な指示
　②１階校舎棟から火災発生
　③宿直の教師が各部屋を回り、寄宿生の状況確認と声掛け
　④安全を確認しながら駐車場に避難
施設見学の様子
防災訓練の様子
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　※学校の近くに住む職員を一斉メールで招集する
　※校舎の避難訓練時には地域の方にも協力を得ている
第３部　質疑ならびに意見交換会
　Ｑ１：大きな警報音について
　　→Ａ１：事前に音を聞かせて慣らす。訓練なので大丈夫と伝えておく
　Ｑ２：停電時の対応について
　　→Ａ２：非常用電源がある。生徒のいる場所は職員が把握
　Ｑ３：地域との連携について
　　→Ａ３：運動会や学校祭など学校行事の際、ボランティアの方に協力を得ている
　Ｑ４：遠方からの通学者について
　　→Ａ４：保護者への連絡や避難体制に課題がある
　Ｑ５：防災研修について
　　→Ａ５：主事クラスの教員は受講しており、防災担当職員は救命救急の研修を受講
その他
　・教職員と地域との連携で、地域の行事への積極的参加が必要
　・訓練時には、消防署、消防団の参加も依頼する
　・学校支援ボランティアを通して地域の方々に学校行事に積極的参加要請が重要
Ⅳ．防災教育アンケート調査
１．調査の目的
　本県において、学校現場でどのような防災教育が実施されているのか、その実態を調査
し、特にその課題を明確にしたうえで政策提言を行うことで、本県の防災教育の一層の推
進が図られるよう、平成26年１月に県内26市町の教育委員会と各小・中学校各１校を対象
に県本部全議員の協力のもと、「防災教育に関するアンケート」を実施した。
２．調査概要
　Ａ．調査期間：平成26年１月６日～１月31日
　Ｂ．調査対象（＊調査時、14市・12町）
　　①県内14市・12町の26教育委員会
　　②県内26市町の各小学校１校、各中学校１校、計52小中学校
　Ｃ．調査主体：公明党栃木県本部　防災・教育フォーラム
　Ｄ．調査担当：公明党栃木県本部　所属議員
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　Ｅ．アンケート設問
（１）教育委員会用
問１　貴自治体において、独自の「防災教育」に取り組んでいますか
独自とは、◇貴自治体が、重点的に取り組んでいるもの
◇　　 〃 　　独自に作成しているもの
◇　　 〃 　　の特徴的な取り組みなどが含まれます
１．実施している　　　→　問２－１以降へ
２．今後実施する予定　→　問２－１以降へ（予定を記入できる範囲）
３．実施していない　　→　問４－１以降へ
問２－１　取組内容について
問２－２　独自の教材の有無について
１．作成している
２．作成していない
問３　「防災教育」の効果について、どのように評価していますか
問４－１　「防災教育」についての「課題」の有無
１．有　→　問４－２へ
２．無
問４－２　「課題」の内容
問５－１　国・県等に対する「要望」の有無
１．有　→　問５－２へ
２．無
問５－２　「要望」の内容　　　　＊財政面、人的支援、技術支援など
（２）学校用
①開始時期（いつから実施しているのか）
②対象学年
③時期（１学期中、年度末など）
④頻度（各学年で年間１時間など）
⑤実施時間
１．教科等
２．学校行事
３．その他
⑥担当者（学級担任、教育委員会事務局、外部講師など）
⑦「防災教育」の内容について、ご記入ください
　また、東日本大震災以降、学習内容を見直した場合は、その内容をご記入ください
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　＊「学校安全計画」１部、ご提供をお願いします
　（学習内容）
　（見直した点）
⑧どのような教材を使用しているのかご記入ください（独自に作成した教材を含む）
　＊独自に作成している教材は、１部ご提供ください
⑨課題や要望（国・県・自治体などに対して、財政面、人的支援、技術支援など）があ
りましたら、ご記入ください
⑩その他、「防災教育」についてご意見、特筆すべきことがあれば、ご記入ください
３．調査結果
　調査概要に基づく調査結果を、以下の（１）～（３）に示す。
（１）教育委員会
問１　防災教育の実施
１　実施している 15（内訳　10市　５町）
２　今後実施する予定 ４（内訳　２市　２町）
３　実施していない ６（内訳　１市　５町）
　回答なし  １（内訳　１市　０町）
問２－２　独自の教材の有無
１　作成している ３（内訳　３市　０町）
２　作成していない 18（内訳　11市　７町）
　回答なし ５（内訳　０市　５町）
問４－１　「課題」の有無
１　有 20（内訳　11市　９町）
２　無 ６（内訳　３市　３町）
　回答なし ０（内訳　０市　０町）
問４－２　「課題」の内容　　主な回答
　□学校と地域、行政との連携体制の強化 ４市　４町
　□防災教育の時間確保
　　・学校教育活動全体を通して行えるための計画づくりが必要 １市
　　・教育課程への計画的・系統的、体系的な位置付け １市
　　・防災教育に充てられる時間が少ない ２市
　□教材の作成 ２市　１町
　□専門的な防災の知識・スキルを身に付けた教職員、教育委員会職員の育成 １市　１町
　□学校が避難所となった際の支援体制・マニュアル ２市
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　□防災教育に関する情報提供 １市
問５－１　「要望」の有無
有：９市８町　　無：４市４町　　回答なし：１市０町
問５－２　「要望」の内容　主な回答
　□人材の育成、専門家の活用
　　・ 専門的な防災の知識・スキルを身に付けた教職員、教育委員会職員の育成のため
の研修会の開催 ３市　２町
　　・人材育成　外部講師は財政的に厳しい １市
　　・専門家・有識者等の派遣事業 １市　１町
　　・子どもたちが講話を聞くための予算措置 １町
　　・防災教育担当者（教諭）の各中学校区への人的配置及び財政援助 １市
　　・防災士研修センターの「防災士研修講座」を教職員が受講できる予算措置
  １市
　□各種防災教育に関する情報提供
　　・学校や自治体で取り組んでいる活動（事業）に対して、財政面、技術的支援
  １市
　　・各教科、道徳、特別活動、総合的な活動の時間における防災教育の実践例集の刊行
  １市
　　・モデル事業の紹介や情報集約等の統括的役割を、県・国に要望する １町
　　・財政的支援をはじめ、技術・ノウハウの共有 １町
　□教材の作成
　　・災害や自然現象の発生メカニズムを実感できる教材の開発 １市
　　・防災教育の趣旨に沿った指導資料・教材の開発 １町
　　・短時間で視聴できるＤＶＤ １町
　□防災教育の時間の確保
　　・防災教育に充てられる時間が少ない ２市
　　・教育課程への計画的かつ系統的、体系的な位置付け １市
　□災害発生時の連絡体制
　　・緊急地震速報システム整備に対する支援（校内放送との連動） １市　１町
　　・学校から家庭への一斉メール配信や地震通報システムの整備に伴う補助 １市
　□災害時の備品（ストーブ・照明・毛布等）、備蓄品（飲料水・食料・日常必需品等）
の充実 １市　１町
　□ＡＥＤ等機器充実のため、財政面での支援 １市
　□学校と地域との連携のあり方の具体化 １町
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（２）小学校
①学習内容　※東日本大震災以降（見直しを実施：13市11町、無回答：１市１町）
　見直した点
□保護者への引き渡し訓練の実施 〔全体　11市　５町〕
　・平成23年から、保護者、祖父母、知り合い等、年度はじめに、引き取り保護者等と
して、引き渡す訓練に変更 １市
　・以前は、電話連絡網による保護者の迎えだったが、震災以降、メールによる配信、
震度５以上の地震では、連絡を待たず児童の受け取りに来校 ２市
　・訓練・体験を児童だけでなく、保護者も対象に実施 １市
　・引き渡しについて保護者との共通理解を図った １市
　・児童引き渡し訓練の準備 １市
　・10月のオープンスクール時に、保護者引き渡し訓練を実施 １市
　・避難訓練時、二次避難、引き渡しを実施 １町
　・大震災時、電話等通信手段の遮断により、引き渡しに時間を要したので、引渡事前
確認表を作成、避難訓練時に引き渡し訓練も実施 １町
□避難訓練の見直し
　・教職員の防災マニュアルの再確認と研修をもとに、避難訓練等のあり方の見直し・
改善 １市
　・児童が自分で判断したり、職員がより臨機応変に対応できるよう、期日を事前予告
せず、休み時間に実施 １市
　・休み時間避難訓練の実施 １市
　・休み時間や清掃時などに訓練の実施 １市
　・緊急地震速報受信システムを活用した訓練の実施 ２市
　・管理職不在時の対応についても見直し、より効果的に対応できるよう、その都度検
討、改善を加えた １町
　・大震災時、放送設備が使用不能となり、訓練時ハンドマイクを使用 １町
　・大震災時、防火扉が閉まったため、防火扉を閉めた状態での訓練 １町
　・地震時、「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」の３原則を指導し、
移動する方向性を全職員・全児童で確認 １市　１町
□竜巻対策
　・竜巻避難訓練の実施を検討中（平成26年度実施予定） １市
　・竜巻の避難訓練を実施 ３市　３町
　・竜巻に関する対応の仕方を、各学年で指導 １市
　・竜巻被災後の避難訓練は、保護者、地域の方も参観 １市
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　・雷や竜巻も学習内容に加えた １町
□防災対応・危機管理マニュアル
　・防災対応マニュアル（地震・気象急変）作成 １市
　・危機管理マニュアルの見直し １市
□登下校時・校外での対応
　・修学旅行先の危険場所・避難場所の確認 ２市
　・通学路総点検を教師とともに行い、登下校時の安全確認、避難経路確認、災害発生
時の確認 １市
　・登下校時、避難の仕方等を追加 ３町
　・校外（遠足や校外学習）での避難場所の確認 １町
　・広域避難場所の確認（学区内の地区により場所が異なるため） １市
□その他
　・家庭科での味噌汁づくりを、今年度から実施 １市
　・映像資料や体験的活動をもとに、普段より児童の防災意識の高揚と具体的な対処・
対応等の理解と実践力の育成を図った １市
　・６年担任が、簡易空間積算放射線量を測定し、学校生活で、どのくらいの放射線を
浴びているかを把握 １市
　・総合的な学習の時間の年間指導計画修正（クロマツの定植に関する単元の設定） １市
　・東日本大震災を風化させないよう、「命の大切さ」「感謝の心」「これからの生き方」
「協力」「人の絆」に関する道徳や特別活動等を活用し、防災の重要性を認識させる
教育活動を実施 １町
②　教　材
□各教科の教科書
□「『生きる力』をはぐくむ学校での安全教育」 文部科学省
□ＤＶＤ「津波に備える　津波から逃げる」 気象庁
□ＤＶＤ「急な大雨・雷・竜巻から身を守ろう！」 気象庁
□ＤＶＤ「自分の命は自分で守る」 内閣府
□「今、はじめよう！『新しい防災教育』」 渡邉正樹著　光文書院
□ＤＶＤ「幸せ運ぼう」～阪神・淡路大震災から学ぶ～
神戸大学、神戸市教育委員会、読売新聞大阪本社、読売テレビ　共同製作
□自治体の洪水避難地図　洪水ハザードマップ
□副読本「放射線について考えてみよう」 文部科学省
□書籍「放射線ってなあに？」
独立行政法人　科学技術振興機構　サイエンスウィンドウ編集部
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□ＤＶＤ「びゅうびゅうざざー」（雷や大雨時の対応方法） ウチダ
□自作パワーポイント
□各種見学場所のパンフレット
□パンフレット「竜巻から身を守ろう！」 内閣府　気象庁
□インターネットからの資料
□ＣＤ「災害から命を守るために」（小学生用） 文部科学省
□「学校における防災関係指導資料」－東日本大震災から学んだ大地震への備え及び竜
巻への対応 栃木県教育委員会
□「緊急地震速報受信時対応行動訓練用キット」 気象庁
③　課題・要望
□学校が避難所となった際の、
　・避難住民のための備蓄品 ７市　１町
　・備蓄倉庫の整備 ３市　３町
　・マニュアルの作成・配布 ２市
　（地域住民との信頼関係を築いているが、直面したときの教職員の指示を受け入れ
てくれるものなのかどうか、という対応への不安「誰しもが未経験なため、確固た
るマニュアルが欲しい」） １町
　・学校の明確な役割と外部機関からの早期支援のあり方 １町
□災害時、地域住民と連携が図れるよう、行政の主導 ３市　１町
□災害発生時の連絡体制づくり（メール配信システム、防災無線等の整備） ２市　２町
□専門家の派遣等
　・専門家による指導・助言 ２町
　・地域特有の自然災害や避難等についての助言 １市
□教材
　・児童に配布する副読本・ＤＶＤなど ２町
　・児童数分の視聴覚教材 １町
□竜巻対策
　・竜巻災害に対応できる建物 １市
　・学校の窓ガラスの飛散防止フィルム １市
　・窓ガラスを強化ガラスに １町
□防災グッズの配布、施設・設備の整備
　・児童数分の防災頭巾（又はヘルメット） １町
　・各校に携帯ラジオの常設 １町
　・停電時活用できる蓄電池、ソーラーパネルの整備 １町
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□様々な災害に対応できるよう、情報・事例の提供 １市
④　その他
□防災教育を系統的・発展的に浸透させていくため、学習指導要領に、領域・時数にはっ
きりと位置付けることが必要である。 １市
□防災教育は、学級活動の年間指導計画に位置付けられていない。 １市
□防災授業１時間だけでなく、県の防災館での体験学習（５年）や、気象台による出前
授業（６年）も実施、教科・領域で防災教育を進めている。
　来年度、本地区は１小学校１中学校となるので、中学校と合同の引渡訓練を考えて
いる。 １市
□防災教育は、児童の生命に関わることであり、今後も防災意識の高揚、具体的方策の
着実な取り組みに努力する。 １市
□「自分の命は自分で守る」という意識を、児童生徒にどう持ってもらうかを、考えて
いかなければならない。 １市
□防災教育は、子どもの生きる力をつける大切な命の教育。年間指導計画に位置付けて、
確実に実施する必要がある。 １市
□校長が依頼を受け、他校や他地区の研修会等で、本校の竜巻被災の様子や対応、復旧
の経験を伝えている。お互いに経験したことを共有し、今後の対応に生かしていけれ
ばありがたい。 １市
□学校としては、防災教育だけでなく、安全教育として実施している。 １市
□地震だけでなく、自然災害発生時に、自他の命を守るために、どのような行動をとっ
たらよいか、考えて行動できる実践力を身につけさせていきたい。 １市
□今後とも、防災教育の重要性を意識し、地域と連携しながら、児童の「災害に対応す
る能力の基礎」を培い、児童の安全確保に努めていきたい。 １町
□「災害は忘れた頃にやってくる」の言葉のとおり、いつ起こるかわからないという観
点から、校内放送は静かに聞くことや、話は最後までしっかり聞くこと等、日常の児
童指導を徹底する。
　各種避難訓練（火災・地震・竜巻等）を実施することにより、児童や教職員に危機
管理意識を訴え続ける。
　災害により、引き起こされる危険を予知し、「自分の命は自分で守る」行動がとれ
るようにする。 １町
□いろいろな地域によって起こりうる災害の種類は様々、県や市町の防災計画をもとに
して、学校安全計画を随時見直し、防災教育を進めていく必要がある。 １町
□避難訓練は年４回実施し、地震・火災、不審者、落雷・竜巻等場面を変えて実施して
いる。しかし、子どもたちが体で覚えるほどになるためには、特設するよりも、すべ
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ての教育活動の中で、常に行われるべき。 １町
（３）中学校
①学習内容　※東日本大震災以降（見直しを実施：14市８町、無回答：０市４町）
　見直した点
□避難・防災訓練
　・地域と連携を図った防災訓練の実施 １市
　・訓練時、防火シャッターを閉じて行うことも １市
　・訓練時、起震車体験や消火体験を計画し、地震発生時、落ち着いた対応ができるよ
う、また初期火災に対し適切な取扱いができるよう学習（活動）内容を見直し
  １市
　・停電時の安全確認や避難の方法 １市
　・安全な避難経路の見直し １市
　・予告なしの突然の訓練の実施、事前に短学活でいろいろな場所で地震が起きた場合
を想定し、どう避難するかを話し合わせ、訓練後、どのような避難行動をとったか、
問題点はなかったかなどを話し合わせた。 １市
　・停電のため、放送設備が使えなくなったことを想定し、ハンドマイクを使って避難
指示 １市　１町
　・大震災時、停電で放送機器が使用できなかったことを踏まえ、避難指示は教職員が
各階に行き、伝える形とした。 １市
　・効果音の活用 １市
　・火災等を中心とした訓練から、大地震等の自然災害時を想定した避難訓練を計画（下
校班の編制や下校訓練） １町
　・弾力的に避難経路を確保（パターン化防止） １町
　・防災無線の活用、緊急地震速報の活用 １町
　・緊急地震速報を活用した訓練の実施 １町
□学習時間・内容
　・津波のＶＴＲ映像を見せた １市
　・学級活動や短学活における指導を増やした １市
　・自己防衛能力や防災意識を高めさせるため、生徒が危険箇所を自ら考え、その対処
方法を見つけ出し、実感を伴った理解ができるようにし、自分のことを自分で守ろ
うとする意識をもてるようにした。 １市
　・地震についての詳しい知識と対応策 １市
　いつどこで起きたかによって、対応方法が異なってくるので、どこで発生しても
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まずは自分の命を守る行動がとれるように指導している。
　校内で地震が発生し、その後地震が落ち着いた後の校外班ごとの集団行動につい
て学習。
　・講話について、より具体的な話をするよう留意 １市
　・ＡＥＤ等の使い方の講習（消防職員） １町
□竜巻対策
　・竜巻による避難訓練の実施 １市　２町
　・インターネットから収集した情報を生徒に指導 １市
　・竜巻発生時における対処法 １市
　・竜巻用の危機管理マニュアルの作成 １町
□登下校時の対応
　・下校の方法について、①保護者が学校へ迎えに来るまで学校で待機、②自宅へ下校、
③その他、のいずれの方法をとるのかを、各家庭に記入してもらい、それを「非常
持出袋」に入れ、保管した。 １市
□生徒や保護者も救命活動ができるよう、専門家による救命講習を定期的に実施するこ
ととした １市
□連絡手段等の見直し
　・保護者への連絡方法について見直し １市
　・保護者への連絡手段の改善、メール配信の確立などを含めた危機管理マニュアルの
見直し １町
□放射線対策
　・放射線についての正しい知識と対応方法 １市
　・放射線に関する学習 １町
□福島県いわき市でのボランティア活動（クロマツの定植） １市
　立志式の関連行事として実施。立志式は、将来の目標を明らかにし、社会人として
の自覚を促すことをねらいとしているが、式典だけでなく、ボランティア活動を行う
ことで、社会とのかかわりを強く意識させたいと考えた。
□地震の震度による校内連絡体制の見直し １町
②　教　材
□各教科の教科書
□「防災教育の手引き」 宇都宮市教育委員会
□「災害に強い足利をつくる会」作成資料
□パンフレット「カスリーン台風」（廃版を復元） 国土交通省
□「『生きる力』をはぐくむ学校での安全教育」 文部科学省
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□ＤＶＤ「急な大雨・雷・竜巻から身を守ろう！」 気象庁
□ＤＶＤ「津波に備える　津波から逃げる」 気象庁
□「防災教育プログラム」 小山市教育委員会
□インターネット資料
□「危機管理マニュアル」
□「釜石の奇跡」 NHKティー チャ ズーライブラリー
□「知ることから始めよう放射線のいろいろ」 文部科学省
□「学校における防災関係指導資料」－東日本大震災から学んだ大地震への備え及び竜
巻への対応－ 栃木県教育委員会
□「防災ハンドブック」 那珂川町
□「災害から命を守るために－防災教育教材（中学生用）」 文部科学省
□消防署・宇都宮地方気象台から提供された資料（竜巻訓練）
□その他
　・文部科学省・内閣府・気象庁作成の視聴覚教材
　・社会や理科の市販教材　等
③　課題・要望
□教材
　・ＤＶＤ等視聴覚教材の充実 ３市　３町
　・地域に即した防災教材の作成 １市
　・地域の実態に即した防災マップの作成 １市
□学校が避難所となった際の、
　・避難住民のための備蓄品 ２市　３町
　・簡易トイレやお年寄り・子どもをケアできる人的支援 １町
　・マニュアルの作成・配布 １町
□竜巻対策
　・教室でのシェルター作りを実施したい １市
　・通学路（田んぼ・畑など）にシェルターの設置 １市
　・専門家の指導・助言 １市
　・避難できるスペース・部屋の設備 １町
□専門的知識・情報の提供
　・自然・社会科学の有識者と現場教職員等を橋渡しして、教員にわかりやすく伝えて
くれる人材の提供 １市
　・防災教育のスペシャルゲストティーチャーを招いて、訓練を受けるなど、予算的措置
  １町
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　・防災教育を依頼できる外部団体の情報提供 １市
　・教職員に対する防災教育 １市
□行政との連携
　・県・市と連携した防災教育 １市
　・災害時、地域住民と連携が図れるよう行政の主導 １市
□備品・施設・設備の整備
　・心肺蘇生実習用ダミー人形の配備 １市
　・学校に緊急地震速報受信端末機の設置 １市
□予算措置
　・被災地いわき市でのクロマツ定植ボランティア訪問のための経費助成 １市
　・文教予算だけでなく、防災予算の措置 １町
□防災科の新設と指導者の育成、地域の防災拠点・避難所としての役割強化（学校）
  １町
□教員は防災要員ではないこと（子どもたちの命を守ることが教員の一義的な責任）
  １町
④　その他
□災害への対応については、その場での適切な判断が命を救うことにつながっていくと
考える。その判断をするための体験を学習でしていくことが大切であり、多くの資料
を生徒たちに提供していきたい。 １市
□防災教育とは、本来安全教育の一部であり、それのみを取り出して考えることはなかっ
たように思う。しかし、東日本大震災以降、防災教育が急務となった。しかし、防災
教育のみを取り出してやっていくことは不可能。学校でやることがあまりに多くなっ
ている。我々は、現在生徒に「生きる力」をつけるために、教育活動を行っている。「生
きる力」とは、「主体性」や「危険予想能力」「回避能力」「社会貢献」など、防災教
育で謳われている能力と同じものがあると思う。つまり、防災教育の中で必要とされ
ている能力をつけることを意識しながら、諸教育活動を行っていくことが重要だと思
う。全教育活動の中で、それらの能力をつけていきながら、避難訓練等で知識や技能
をつけていくことが、防災教育であると思う。 １市
□教職員の実践研修や、生徒への防災授業等を通して、学校全体の防災意識を高めてい
くことが、改めて必要と感じる。いざとなった時、自らの生命は自ら守らなくてはな
らない。また、地域の一員としての自覚をもち、助け合うための大きな力として、中
学生が活躍できるよう、防災教育を進めていきたい。 １市
□今、生徒会の校外班を中心に、地域の自治会、小学校と連携して自分たちが地域でで
きることは何か、中学生として何を行わなければならないか、体育館が避難所になっ
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た時にできる事はないかなど、考えているところである。 １市
□今回は、立志式の関連行事として、被災地でのボランティア活動を防災教育の一環と
して行ったが、通常の防災教育としては、火災、地震等による避難訓練や交通安全指
導が優先される。災害地でのボランティア活動は、年に何回もできるわけではないが、
「災害から身を守る」という意識は、日頃から指導する必要があると思う。 １市
□生徒会による被災地ボランティア活動を行った。 １市
□防災教育の一番の目標は、危機意識の薄れ・風化を防ぐことだと思う。教科・学校行
事で取り組むとともに、地域社会の活動と連携して意識を高めていくことの重要性を
強く感じる。なぜなら、災害は個人にふりかかるものでなく、地域全体を呑み込むよ
うに襲いかかってくるので、協力や連帯が何よりも大切であることを実感させるよう
な体験的取組をしていく必要がある。 １町
４．調査結果のまとめと課題分析
　県内26市町の教育委員会及び小中学校における防災教育の実施状況についての調査結果
から、自治体・学校の中には、専門家に講師を依頼し、小中学校の防災教育担当者を対象
とする防災教育セミナーを開催している自治体や、教材を自作している学校、ボランティ
ア活動を実施している学校など、積極的に防災教育に取り組んでいる自治体・学校がある
一方、情報不足・人材不足・財源不足などのため、防災教育の本義に基づいた実施ができ
ない自治体・学校との地域格差のあることが明らかになった。アンケートの「課題」につ
いての回答の中には「いつ、誰が、何を教え、それをどう支援するか、身に付けるべき防
災知識の基準を明確にする必要がある」との記述があり、「現場から」防災教育を推進す
るためには、より具体的・詳細なマニュアルの作成、そして徹底することが求められている。 
また、各市町教育委員会の防災教育担当者を対象とする防災教育セミナーの開催や、専門
家の派遣、防災教育についての各種情報提供の徹底等、まず第一に県の防災教育推進に向
けた積極的な取り組みが望まれる。詳しい内容については、（１）～（３）に示す。
（１）教育委員会
ア．独自の教材を作成しているのは３市であり、多くは文部科学省や気象庁等の教材を
使用している。また、防災教育の趣旨に沿った指導資料や教材の開発が必要との課題
意識や要望があり、それらを踏まえた県独自の統一的な教材が必要であることと、防
災教育における県内で統一した目標設定が必要である。
イ．防災教育に対する課題としては、地域や行政との連携強化や防災教育の時間確保、
また、学校が避難所となった際の支援体制やマニュアルの整備、情報提供の必要性が
あげられており、地域ごとの実情も踏まえた対策の必要性が浮かび上がった。
269
実態調査に基づく防災教育の現状と課題
ウ．国や県等に対する要望があると答えた自治体は９市８町におよび、内容も人材育成
や専門家の活用、また教職員が「防災士研修講座」を受講するための予算措置や、各
種防災教育に関する情報提供、教材の作成、防災教育の時間確保、財政的支援、災害
時の備品・備蓄品の充実等、多岐にわたる国や県等のさらなる支援が必要である。
（２）小学校
ア．東日本大震災以降に見直した学習内容については、保護者への引き渡し訓練の実施
や避難訓練の見直し、竜巻対策、防災対応・危機管理マニュアルの作成、登下校時・
校外での対応、命の大切さ等に関する道徳、特別活動等を活用した防災の重要性を認
識させる教育活動の実施があげられたが、これらはまさに災害を経験して、その意識
高揚が図られた結果によるものであり、防災教育に対する取り組みは、防災に対する
意識高揚をどう図るかが重要であることが明確になった。
イ．教材については、文部科学省や気象庁等の副読本やＤＶＤ、自治体の「洪水ハザー
ドマップ」、市販の教材、自作の教材など、工夫している学校がある一方、「特に使用
していない」「主に教科書」という学校があり、地域格差がみられた。教材について
の情報提供や、県内で統一した防災教育の目標をたて、「何のために学ぶのか」の視
点に立って選択を行うこと、また県独自の統一的な教材作成が求められる。
ウ．要望内容については、特に学校が避難所となった際、「地域住民との信頼関係を築
いているが、直面したときの教職員の指示等を受け入れてくれるものなのかどうかと
いう対応への不安（誰しもが未経験なため、確固たるマニュアルが欲しい）」という
回答があり、教職員がどこまでの役割を担うのか、避難所運営マニュアルの作成・徹
底が求められる。また、避難者のための備蓄品や、備蓄庫の整備、災害時の連絡体制
づくり、専門家の派遣、教材提供、竜巻対策、防災グッズの配布、様々な災害に対応
できるための情報・事例集の提供等、多岐にわたり、学校現場において防災教育を推
進する上で、国や県等のさらなる支援が必要である。
エ．「その他」の項目に対する回答では、防災教育が学習指導要領や年間指導計画に位
置付けられていないことに対する疑問や「自分の命は自分で守る」という意識の高揚、
防災教育は「子どもたちの生きる力を身につける大切な命の教育」であり、確実に実
施する必要性を訴える声が多くあり、国や県等がこれらの声に耳を傾けた支援を行う
ことの重要性が明らかになった。
（３）中学校
ア．東日本大震災以降に見直した学習内容については、避難・防災訓練の見直しや、学
習時間・内容の見直し、竜巻対策、登下校時の対応、専門家による救命講習の実施、
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連絡手段の見直し、放射線対策やボランティア活動等があげられたが、これらはまさ
に災害を経験して、その意識高揚が図られた結果によるものであり、防災教育に対す
る取り組みは、防災に対する意識高揚をどう図るかが重要であることが明確になった。
イ．教材については、小学校と同様に地域格差がみられるとともに、ＤＶＤ等視聴覚教
材の充実など、教材についての要望が多くあり、教材についての情報提供や、県独自
の統一的な教材作成が求められる。
ウ．「その他」の項目では、「災害現場における適切な判断が命を救うことにつながる」
ものであり、防災教育を学習していくことの重要性を訴える意見や、「全教育活動の
中で、防災教育で培う能力を身につけていくべき」、「教職員の実践研修や生徒への防
災教育を通して、学校全体の防災意識の高揚を図るべき」等、さらには生徒のボラン
ティア活動を通しての意識高揚を訴える声が多くあり、国や県等がこれらの声に耳を
傾けた支援を行うことが重要である。
５．調査結果に基づく行政への働きかけ
　「防災教育に関するアンケート」の結果をうけて、平成26年３月17日（月）15時～公明
党県本部代表と県本部幹事長ならびに防災・教育フォーラムのメンバーで、栃木県教育委
員会教育長室を訪問し、県教育長宛ての防災教育の一層の推進を求める（７項目の）要望
書を提出した。内容については、以下の『』内に示す通りである。
　『本年３月11日、東日本大震災から３年目を迎えました。多くの尊い命が奪われる未曾
有の大災害となりましたが、岩手県釜石市では学校における「防災教育」により、小中学
生の99.8％が自らの命を守り抜くだけでなく、幼い子どもたち、高齢者の命をも救ったこ
とが「釜石の奇跡」と呼ばれることとなり、学校における「防災教育」の重要性が浮き彫
りになりました。本年１月、公明党栃木県本部防災・教育フォーラムとして、栃木県内26
市町の教育委員会と、各小中学校１校を対象として、「防災教育」に関するアンケート調
査を実施いたしました。このアンケートの結
果から、各市町や各学校における、防災教育
に対する取り組みの較差など、学校における
防災教育についての課題が明らかとなりまし
た。「防災教育」の目的は、子どもたちが「自
分の命は自分で守ること」を学ぶことであり、
このことは「命の大切さ」を学ぶことであり、
ひいては、どのような困難にも、自らの力で
乗り越えていく智慧と勇気を育んでいくことであると確信しています。３・11が「とちぎ
防災の日」に制定されることも鑑み、まずは「災害に強いとちぎづくり条例」の制定、な
県教育長へ要望書提出の様子
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らびに仮称「地震減災行動計画」の策定に伴い、改めて防災教育の目標設定を行うととも
に、県内各市町の教育委員会、並びに小中学校や特別支援学校等における防災教育の現状
を調査し、把握すべきと考えます。次に、現状の防災教育カリキュラム及び教材を再度精
査するとともに、本県独自版として整備した上で、市町教育委員会、小中学校等に配布を
行うべきと考えます。また、市町教育委員会、小中学校等の防災担当者を対象として、防
災の専門家を講師とする実践的な「防災教育セミナー」を開催するとともに、市町教育委
員会や小中学校等に対して、防災教育に関する情報提供、並びに専門家の派遣等、相談体
制の確立を行うべきと考えます。さらには、危機管理部局と連携し、災害時に学校が避難
所となった際の行動計画マニュアルの作成と、市町教育委員会、小中学校等への周知徹底
を行うとともに、学校が地域の防災拠点と位置づけられることから、地域住民や自治体等
と連携した防災教育の推進・拡充、並びに防災体制整備の強化を図るよう、提言を致しま
す。あわせて、防災教育のさらなる推進には、防災や減災に関する知識と実践力を身に付
けた人材が必要となることから、防災教育を担当する教職員に対し、「防災士養成研修講座」
等の受講を義務づけるとともに、「防災士」の資格を取得できる体制整備や、財源の確保
が重要と考えます。』
　これに対し、県教育長からは、「地域や学校の防災意識を高いレベルで統一することが
必要。教材に関しても、しっかりとモデルを示していきたい」との回答があった。
Ⅴ．今後の防災教育についての考察
　ＩＰＣＣ（国連気候変動に関する政府間パネル）第５次評価報告書（2013）によると、
1880～2012年の傾向では、世界の平均気温は0.85℃上昇している。これは、2001年に発表
された第３次評価報告書で示されていた、1901～2000年の100年当たり0.6℃の上昇傾向よ
りも大きくなっている。特に、最近30年の各10年間の世界平均気温は、1850年以降のどの
10年間よりも高温となっている。中でも、1998年は世界平均気温が最も高かった年であり、
2013年には、２番目に高かった年を記録している。
　過去50年の気温の上昇は、自然の変動ではなく、人類が引き起こしたものと考えられる。
今後、温室効果ガス濃度がさらに上昇し続けると、気温はさらに上昇すると予測されてい
る。ＩＰＣＣの第５次評価報告書によると、2100年末には、温室効果ガスの排出量が最も
低く抑えられた場合でも、0.3～1.7℃の上昇、最も多い最悪の場合、最大4.8℃も上昇と予
測されている。
　温暖化が進むことによって、世界各地で深刻な影響が生じると想定されており、日本国
内、また本県においても、時間雨量100㎜を超す大雨、土砂崩れ、竜巻などによる被害が
発生しており、今後、さらに今までに経験したことのないような自然災害の発生が懸念さ
れている。
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　このような地球規模の異常気象に対して、あらためて「自分の命は自分で守ることを学
ぶ」防災教育の重要性を認識するとともに、さらなる推進を期待したい。
　＊ＪＣＣＣＡ　全国地球温暖化防止活動推進センター　Ｈ/Ｐから
　結びに、「釜石の奇跡」を生んだ片田敏孝教授の著書「人が死なない防災」＊のあとが
きを引用させて頂く。 ＊片田敏孝『人が死なない防災』集英社新書　2012
　「日本の防災は、東日本大震災を経て大きく変わろうとしている。いくら防災が進もう
とも、そこには行政を推進する上での『想定』があり、ときに自然はそれを超えて襲って
くるといった当たり前の事実に国民は気付き始めている。そして、自らの命は自らが守る
という『自助』という言葉の真意と必然性を、ひしひしと感じ取り始めている。
　しかし、釜石の子どもたちが身につけていた主体的な防災行動が国民に定着するには、
まだ多くの課題が残されている。四章でみたように、長年進められてきた行政主体の防災
に国民は頼り切っており、自分の命でありながら、それを守るのは行政の責任とまで言
い切る国民が多いのが現状である。このままの姿勢で『その時』を迎えるなら、『役所の
せいだ！』と言いながら命を落とす事態になりかねない。こうした姿勢の根底にあるのは、
責任を他者に求める意識である。それを改めなければ、命を守る主体性は醸成されない。
　また第三章で示したように、人には危機を知らせる情報を正当に感じ取れない心理特性
や、死をあえて意識しないからこそ幸せに暮らせるという側面がある。したがって、避難
をはじめとした災害対応行動とは、きわめて理性的に自らを律する行為なのである。それ
だけに、一朝一夕に国民の災害対応行動を適正化することは難しいといえよう。だからこ
そ私は、学校における防災教育の重要性を主張するのである。
　柔軟な子どもたちの教育課程に防災教育を組み込むことがもたらす効果は、単に防災面
にとどまらない。何事にも主体的に取り組む姿勢を醸成することによって、多方面に影響
を与えることにもなろう。
　東日本大震災で、無念の中で亡くなった人たちの死を無駄にしないためにも、日本の防
災は大きく変わらなければならない。」
